
34　拠点地区における施設立地と高度化に関する事例的研究
一大阪梅田地区の場合-

The Empirical Study of Land Use Pattern and Land Use Intensity in Urban

Core Area

-The case of Umeda Area in Osaka City -
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The aim of this study is to clarify the present state and

recent change of landuse pattern and landuse intensity in urban

core area. The Umeda area of Osaka city is selected for this study,

which has the greatest agglomeration of urban activities in the

Kinki region. The landuse data in 1976 and 1985 is collected and

processed by each lot and "The Hight Index" is defined to describe

the degree of landuse intensity. The relationship between landuse

pattern and landuse intensity is also exa血ined in this study.

戦後、わが国の大都市圏では人口や産業の集中が急

速に進んだ結果、都心のターミナル周辺に業務・商業

活動の集積する拠点地区が形成された。現在の低成長

経済下においても各種都市活動の拠点地区への立地需

要は高く、建物床の鉄給が十分でない状況とあいまっ

て地価の高騰を招く一因となっている。また、都心地

区のなかには基盤整備が十分でなかったために、都市

活動の立地環境が悪化しているところも多く、このよ

うな拠点地区に対して、再開発事業を行って土地の高

度利用を促進したり、副都心建設による都市機能の分

散が図られたりしている。しかし、これまで拠点地区

における施設立地や高度利用が、現実にどのような方

向に向かって変化しているかについては、ほとんど明

らかに分析されていない。本研究では、今後の都市基

盤整備に有用な情報を提供することを目的として、大

阪都市圏最大の拠点地区である梅田地区をとりあげ、

そこにおける都市活動施設の立地と土地の高度利用に

関する現状を分析する。

都心部に甲ナる施設立地に関しては従来よりいくつ
かの研究が行われている。これらには大塚1)らのよう

に、都心(CBD)の規模とその内部構成の変化の関連

を検討したものや、深海2)のように、中心施設を抽出

することにヰって中心市街地の内部構造を把適しよう

とする研究と、きちに天野3)らのように施設立地の変

容に着目し、その実態と物的条件との関連について分

析を行ったものなどがある。一方、市街地の高度利用

についての研究としては、その制度面や交通との関係

に着目した研究4)5)が行われているが、現実の高度利

用状況に対する実証的な分析は十分に行われてきたと

は言い難い。そこで本研究では昭和60年のデータを用

いて梅田地区の内部構造と土地の高度利用の実態を明

らかにし、さらに施設立地と高度利用の開通を実証的

に分析することに重点を置く。また、昭和51年～60年

の問に施設立地からみて梅田地区にわいてどのような

内部構造変化が生じたか、また高度化の進展と都市の

内部構造の変化がどのような形で結び付いているかを

明らかにする。

以下2.では本研究に用いる分析方法の概要をまと

め、 3.と4.ではそれぞれ対象地区の現況と過去10年

間における変動に着目した分析結果をまとめ、考察す

る。また、5.では本研究で得られた成果をまとめる。

2.現況分析と変動分析のための方法

(1)対象地域の概要

本研究で分析の対象としたのは、図1 1に示すJR

大阪駅を中心とする梅田地区である。この地区は大阪

都市圏の中で都市活動の集積が最も進んだ拠点地区で

あり、明治7年に国鉄線が設置されて以来、大阪都市

圏の中心地として発展を続けている、現在ではJR、

阪急、阪神、地下鉄などの鉄道が地区の中心部に集中

し、これら鉄道の乗車人員は1日40万人にも達し、周

辺の施設立地にも大きな影響を及ぼしている.幹林道

時として、御堂筋、四ツ橋筋、国道2号緑が地区の骨
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組みを形成しており、これらの幹椿に囲まれた駅蘭地

区は市街地改造事業区域に指定され、総合設計制度が

適用されている。なお、梅田地区全域について商業地

域の用途地域指定が行われている。図一2に大阪市

と、この梅田地区を中心地区とする北区について、その

事業所数と事業所従業者数の推移を示す。この図から

も明らかなように、梅田地区一帯が大阪都市圏の中で

はたしている役割は現在も増大しつつあるといえる。

(2)使用データの概要

本研究では、施設立地についてミクロな分析を行う

ために、画地単位のデータが得られる「土地利用現況

調査」を昭和51年と60年のこ時点にわたって便膚し

た。なお、この調査は土地利用計画を策定する場合に

基本となる土地利用現況図を作成するために、10年ご

とに実施きれる全教調査である。主な調査項目は建物

の用途、階数、構造などで、表-1に示すように非常

に細かに施設用途の分類がなきれている。また本研究

においては、高度利用の程度を明らかにするためこの

調査とは別に地図から建物の敷地面積と建築面積を計

測する作業も行っている。分析は主に、街区単位で行

い、業種分類は必要に応じて統合を行った。

(3)分析の手順

本研究では昭和50年の時点での現況と昭和51年から

60年の10年間にわたる変動の両者について、梅田地区

における施設立地と高度利用の分析を行う。

a)現況分析の方法;(9まず昭和60年のデータを用

い、施設の細分類レベルで梅田地区全体にどの程度の

都市活動が集積しているかを明らかにし、さらに、商

業系施設、業務系施設の立地パターンを街区レベルで

空間的に把膣する。②次に、街区ごとに次式(1)で

示す高度化指標Kiを計算し、梅田地区の土地の高度

利用状況を明らかにする。

Ki　=
Pij・aij

Ai

ただし、i:街区ナンバー;j:建物ナンバー

Ai;街区iの敷地面積;Pij;建物jの階数

aH:建物jの建築面積

なお、本研究ではデータの都合上、建物の地下部分及

び地下街については分析から除外している。このよう

にして計算した高度化指標は、各街区における実際の

容積率の代理指標の役割をはたし、これを用いること

によって、高密化、高層化による土地の高度利用の状

況を一定の精度で分析することができる。⑳また、各

街区の施設構成と高度利用の対応関係を分析し、立地

環境、施設構成、高度利用の3者間の相互開係につい
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図-2　大阪市と北区の事業所活動レベルの推移

表-1土地利用現況調査における施設分類

施設 土地利用現珂調査の

分 施設分類

務 1.業務施設　 2.専門的業務施設　 3.情報 ・報道施設

施設 4.回家施設　 5.自治体行政施設　 6.保安施設　 7.逓信庭

業 3.興行施設　 9.スポーツ興行施設 ・10.遊興施設

虚設 11.宿漁施 設　 は.集合販売施設 13.一般店舗應設

14.サー ビス商業施設

その 15.輸送施設 16.産道施設 17.保彗施設 18.事績施設

の 19.青空駐車増　 加.一戸建住宅　 21.長屋建住宅

22.共同住宅: 3 .学校教育施療　 24.各種教育施設

25.研究庭改　 訂 .文化度設　 訂.宗教施設　 か.記念施設

29.塵動施設　 別.医療施設　 31.保険施設

32.社会保護施設　 乱 製造上兼施設　 34サービス工業施

35.空地　 測.供給地改　 訂.処理施設　 乱 農林漁業施設

39.その他の施設



て総合的に考察を加える。

b)変動分析の方法;①まず、地区全体での施設立地

の変動を施設の細分類レベルで明らかにする。次に、

各街区の施設構成がどのように変化しているかを求

め、その要因について考察を行う。②また、これと同

時に梅田地区において、餌年と51年の高度化指榛を比

較することによって土地の高度利用がどのように進ん

だかを分析する。⑳最後にこの10年間で特に高度化が

進んだ街区をとりあげ、これらの街区で高度化が進展

したためにどのような施設構成の変化が生じたかを明

らかにする。

3.現況分析の結果と考察・

ここでは、昭和60年における対象地区内の施設立地

と高度化について分析結果をまとめ、考察する。

(1)施設立地の現況

図一3に梅田地区に立地している各施設の床面積を

示す。この図から、梅田地区は1の業務施設に特化し

ており、次いで10～13の商業系施設の立地が多い。住

宅、工場等のその他の施設立地はこれらに比較すると

大変低い水準を示している。

次に梅田地区における商業床と業務床の分布状況を

みるため、街区別に各用途?延べ床面積の分布を示す
図-4と図-5を作成した。業務施設は梅田地区の三

大幹線道路である御堂筋、四ツ橋筋、国道2号線沿い

において集積がみられ、このことから幹線に面してい

ることが業務立地のために重要な条件となっていると

考えられる。商業床に関してはJR大阪駅周辺に顕著

な集積が見られ、これはターミナルに集散する鉄道利

用客を顧客とする百貨店等の集合販売施設によるもの

である。

(2)高度利用の現況

梅田地区における高度利用の現状を明らかにするた

めに、昭和60年における各街区の高度化指機を(i)

式を用いて算定し、その値によって各街区をランク分

けした結果を図-6に示す。この図から明らかなよう

に、商業床面積、業務床面積が大きい街区においては

予想通り高度化指標も大きくなっている。特に高度化

指操が大きいのは、御堂筋沿いの街区であり、これに

国道2号線、四ツ橋筋沿いの街区が続いている。この

ように梅田地区の場合には、中心駅に近く、幹線道路

に面した街区において最も高度利用が進んでいること

が明らかとなった。

(3)施設構成と高度利用の関連

街区の施設構成と高度利用の関係をあらわしたのが

図-7である。ここでは横軸にその街区における商業

系施設床面頓の構成比、紐軸に業務系施設床面積構成

比、45度線上の鰍こその他の施設の床面積の構成比を

とり、各街区の高度化指榎の値を円の大ききで示した

ものである。この図より街区のうちの多くのものは商

業系もしくは業務系の床利用に特化しており、これら

の業種への特化の程度が高いほど高度化指標の値も大

きい街区が多くなっていることがわかる。この図で

は、分析結果をわかりやすくするた桝こ、この三角座

機上において街区を4つのグループに類型化してい

る。業務床がその街区全体の床面積の70%以上を占め

る場合は、I「業務系特化型街区」、-商業床が全体の床

稟嘉系施設　　杏葉茶庭設

図-3　梅田地区における施設別床面積(昭和60年) 周一4　梅田地区昼おける業務系施設
の立地量(昭和60年)
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面積の70%以上を占める場合はn「商業系特化型街

区」、このI、Hに含まれない街区で、業務床と商業床

の床面積合計が全床面積の70%以上を占める場合はm

r業務商業混合型街区」、業務系、商業系以外の床面積

が全床面積の30%以上を占める場合をⅣ「業務商業非

特化型街区」とする。これら4タイプの街区の空間分

布の状況を図-8に示す。これよりI型の街区は御堂

筋沿いをはじめ、国道2号線の北側、四ツ橋筋の一部

など、ほとんど全部が幹緑道路に面していることがわ

かる。II型は東南部の繁華街、遊興地区を中心とした

比較的狭い街区に多くみられる。】Ⅱ型はI型とH型街

区の境界付近において多くなっている。またⅣ型の街

区は対象地区の北端などの外縁部に多く、都心として

のビルトアップが進んでいない街区に相普している。

4.変動分析の結果と考察

ここでは、昭和51年～(氾年の10年間における施設立

地と高度化の変動に着目し、近年どのような方向へ拠

点地区が変わりつつあるかについての分析結果をまと

め考察する。

(1)施設立地の変動

まず、昭和51年～60年の間に、梅田地区全体でどの

ような施設の増減(床面積ベース)が生じたかを図-9

に示す。特に増加が見られたのは業務施設であり、一般

店舗施設、集合販売施設がこれに次いでいる。これら

は昭和60年で梅田地区で特化している施設であり、こ

の10年間に梅田地区は業務商業に特化した拠点となっ

てきたことがわかる。

このような施設立地の変動が、空間的にどのように

■票讐震

細票誓。

進んだかを把握するために、昭和51年の施設立地状況

に対しても3.で提案した施設構成比による街区タイ

プの類型化を行い、昭和60年の街区タイプと比較する

ことにより、昭和51年～60年の間に各街区にどのよう

な内部構成の変化が生じたかを明らかにした。この結

果を表-2及び図-10に示す。全体的な傾向として

ul、Ⅳ型の街区が減り、1、11型の街区が増加してい

るため、このことからも梅田地区は業務、商業への特

化が進んだということができる。このような街区タイ

プの変化についてその特徴を明らかにするため、図-

11に示す三種類の変化バターンを設定した。図-12に

これら三種類の変化バターンが生じた街区を空間的に

示す。この結果から、商業系への特化が進んだバター

化

図-7　各街区における施設構成と高度化指標

iの関係(昭和60年)
I

図-5　梅田地区における商業系施設周一6　梅田地区における
の立地量(昭和60年)　　　　　　　高度化指宿値(昭和60年)
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ンの地区は、その街区の周辺に位置する商業集積の高

かった東部、南部の街区である。これらの街区では、

商業施設を集積させるための計画的行為は特になざれ

なかったのに対し、業者施設へ特化したパターンAの

街区では市街地改造事業などによるビル建設が進めら

れた場合が多い。またパターンCの街区は、阪急梅田

駅の北部に見られ、これらの街区は都心拡大の前線地

区として、業務や商業を中心とすみ酪心的性格を持つ

地区に変貌をとげつつあると考えられる。

(2)高度利用の変化

ここでは、上述のような施設立地の変動に伴って、

昭和51年～60年の間で、高度化がどのように進んだか

を検討する。きず、業務系、商業系施設の各々につい

て、高度化指榎に対する累積床面積を昭和51年と60年

で比較するため、図-13、14を作成した。この図より

業務系、商業系施設ともに高度利用が進展しており、

業務系施設は高度化指擦7.0以上の街区における床面
′

積が特に増加している。商業系施設については、高層

の百貨店等の建設により、曲線が左へシフトしている

が、高度化指標4.0以下の街区においては、実質的な

表-2　施設構成からみた街区タイプの変化

51 I Ⅱ
Ⅲ Ⅳ

I

Ⅱ` 3

m 1

2

4 3 4

(昭和51年～的年)

I叢書系特化型街区
Ⅱ璋寒系密嘘街区
Ⅲ叢書商業混合壁街区
Ⅳ業務嶺美辞特化型鱒区

図-10　施設構成からみた街区タイプの変化
(昭和51年一一即年)

バターンA

業務化が進んだ街区

上」
図一13　業務系施設の高度化の　図-14　商業系施設の高度化の
進展(昭和51年～60年)　　　　進展(昭和51年～60年)

バターンB

商業化が進んだ街区

バターンC

業務商業非特化型から

混合型へ変化した街区

図-11街区の変化パターン

■バターンA

泣バターンB

L1.バタlンC
ミ′iイ"Yr J

摩圃
図一12　施設構成からみた街区パターン
変化の空間的特徴(昭和51年～60年)
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高度利用の変化は生じていないことがわかる。

(3)高度利用化と施設構成の変化との関連分析

ここでは、高度化指標の増加率が特に大きかった街

区を取り上げ、高度化の進展と施設立地との関連を分

析する。図-15は昭和51年から60年にかけて高度化指

機が2.0以上の増加をしめした街区である。各街区に

おいてピルの建築年数や街区固有の条件が異なるた

め、この図からだけで梅田地区の高度化の一般的傾向

を完全に説明することはできないが、業務床の増加が

顕著であった幹線沿.いの街区において指擦値の上昇が

高くなっている。また、既に業務、商業に特化している

街区においても、この10年間に駅前百貨店やホテルな

どの建設によって、より高密な土地利用がなされるよ

うになったところも多い。これらの街区について、高

度化が進展するに伴って、その施設構成がどのように

変化したかを示したものが図ト16である。昭和51年～

60年にかけて、多くの街区が業務、商業に特化したこと

は既に述べたが、この図に示される街区はいづれもそ

の顕著な例といえる。高度化指標が増加した街区の中

でも特に業務施設に特化する街区が多く、ホテル、百

貨店建設による商業施設へ特化していく街区も一部に

あることがわかる。より詳細な検討によると、このよ

うな高度化が進んだ街区で最も増加した施設は、業務

系施設の中でも企業のオフィスが特に顕著であった。

5.おわりに

本研究では、大阪都市圏を代表する拠点地区として

大阪梅田地区をとりあげ、比較的ミク喆なレベルで施

設立地と高度利用、及びそれらの関連について実証的

な分析を行った。分析においては高度化指標を独自に

設定し、施設構成から街区の類型化を有効に行ってい

る。また過去10年間の経年的分析を行い、梅田地区に

おいて業務系、商業系施設の特化と土地の高度利用化

が同時に生じている状況を詳細に明らかにすることが

できた。このように土地利用が業務、商業施設に純化

しつつある反面、活動主体の数やその活動内容は逆に

多様化しており、これらの需要に応じた都市基盤の整

府が必要であるといえる。今後の課題として、拠点地

区の施設立地に影響を与える稜々な要因に対する施設

立地主体の評価を明らかにすると共に、実際の施設立

地動向とそれら要因の関係をミクロな視点から分析す

る必要がある。最後になったが、貴重なデータを提供

いただいた大阪市総合計画局に感謝の意を表します。

204

靡暫
図-15　昭和51から60年の閏に高度化指標が

之′喜
竺′＼…≡

2.0以上増加した街区

商業系施設構成比⇒

図-16　高度化が進展した街区の施設構成比変化
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